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はじめに
グローバリゼーションのもとで，地域経済の疲弊は広がりつつあり，これからの地域経済の行方はどう
なるのかが懸念されている。資本主義経済の発展段階をみると，農業経済から工業経済へ，そしてその工
業化の進展による大量生産・大量消費の時代から，需要が低迷していき，少量生産・少量消費の時代へと
いうプロセスになっていく。そのような観点でみれば，現在の資本主義経済の発展段階では，地域経済が
疎外されていると言える。
こうして，今の地域経済の疲弊は，資本主義経済の構造的問題として捉えることができる。したがって，
地域経済を疲弊から回復させる際には，資本主義経済の根幹である，競争的，個人的，利益優先的といっ
た市場経済的（市場原則）な姿勢で取り組むのではなく，協同的，人間的，相互依存的といった非市場経
済的な姿勢で取り組むべきである。つまり，資本主義経済の競争原理から協力原理へと変わるべき時期に
なっている。
しかしながら，資本主義経済による方式が，決してすべて間違っているというわけではない。資本主義
経済による工業化，大量生産・大量消費社会は，その発展段階において自然的な流れであった。もし，そ
うした大量生産・大量消費の時代がなかったならば，今の先進国の経済はそもそもなかったはずである。
そうした意味で，競争原理による発展システムは，経済発展を導く基本原理として素晴らしいものである
と思う。ただ，そのような資本主義経済の根幹をなすシステムである競争原理だけでは，これからの時代
には，物足りないというのであり，ある意味で限界に至っているともいえるのである。したがって，それ
に取って代わるシステムが必要となり，その足りない部分を補うのが，協力原理であるといえる。すなわ
ち，資本主義経済の全部を否定するものではなく，資本主義経済の中に，競争原理だけという構成要素（中
身）に，協力原理を入れておくという発想である。
発展した段階の資本主義経済の競争原理では，地域における疲弊，特に農村での少子高齢化の進展や産
業の空洞化などで都市への人口流出が続出し，需要自体が弱体化されつつある現在の状況を，解決するこ
とは難しいと思う。したがって，競争原理だけではなく，協力原理の理念をも入れて，地域活性化を考え
るべきであろう。そして，需要の創出という面からすれば，その需要を補ってくれるのは都市であるので，
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地域（農村）の活性化は，いかに都市からの需要を創出することとなる。都市と農村の関係は，農村で生
産した生産物を都市に販売することから成り立つ。そして，都市ではできないことを農村が提供できるの
であれば，都市からの需要はさらに拡大するであろう。
本稿の目的は，地域において足りない需要を創出する際に，地元に営業基盤を置く信金・信組の動きに
注目し，新しい需要を引き出すための事業とその事業を金融面から支援する様子について考えてみること
である。
本稿のシリーズ（１）では，「鹿児島県の信用金庫・信用組合における地域活性化について」という題で，
最初に信用金庫と信用組合の歴史と現況などを概観したが，シリーズ（２）では，本論に入り，鹿児島県
の地域的特性とその地域的特性を活かしての地域活性化を行うときに，信用金庫・信用組合の役割を中心
に見てみたい。信用金庫と信用組合の地域活性化についての内容は，主に各信用金庫と組合の「2010年
ディスクロージャー誌」を中心に引用・参照して述べてみる。
1. 鹿児島県の地域的特性
（1） 概要
鹿児島県にどのような地域的特性があるかをまず調べる必要がある。鹿児島県では，食品関連産業，電
子関連産業，自動車関連産業，情報通信産業，新エネルギー産業が強みのある産業として注目されている。
そこで，農業と食品関連産業，そして，畜産業に分けて考える。そのあと，それを地域別（市町村別）に
分けてみる。
『鹿児島県は，我が国本土の西南部に位置し，その総面積は全国10位で9,188平方キロメートル，2,643キ
ロメートルの長い海岸線を持ち，太平洋と東シナ海に囲まれた南北約600キロメートルにわたる広大な県
土を有しています。種子島，屋久島，奄美群島を始めとする多くの離島は，当県総面積の27パーセントと
大きな比重を占めています。中央部を南北に霧島連山が縦断し，北部の霧島から南部のトカラ列島まで11
の活火山が分布しており，豊富な温泉にも恵まれています。また，県下のほとんどの地域が火山噴出物で
ある「シラス」層によって厚く覆われています。』1
平成21年度の鹿児島県が作成した『かごしま元気おこし企業ガイド』によると，
『国では，各地域の「強み」である地域産業資源（農林水産物・鉱工業品及びその生産技術，観光資源）
を活用して，新商品・新サービスの開発・市場化を行う中小企業者を総合的に支援する「地域産業資源活
用事業計画」や，中小企業者や農林水産業者が一次，二次，三次の産業の壁を超えて有機的に連携し，お
互いの有するノウハウ・技術等を活用して，新商品の開発や販路開拓等を支援する「農商工等連携事業計
画」の認定を行っています。』2 と，されている。
同ガイドには，鹿児島県の地域的特性を活かした企業を97社選別しており，その97社の簡単な紹介（事
業内容の説明や特色など）をしている。以下では，『かごしま元気おこし企業ガイド』に掲載されている
97社の企業をエリア別に整理し，それを業種と市町村別に分類してみる。
1	 	 鹿児島県ホームページより引用。
2	 	 鹿児島県「かごしま元気おこし企業ガイド」平成21年７月より。
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図１：鹿児島県の地図
出所：鹿児島県ホームページより。
鹿児島県を７つの地域に分けると，「①鹿児島エリア（37社），②南薩エリア（６社），③北薩エリア（10
社），④姶良・伊佐エリア（21社），⑤大隅エリア（18社），⑥熊毛エリア（３社），⑦大島エリア（２社）
となる」3。それをまた業種別に分けると，「①食料品（21社），②飲料（10社），③繊維・衣服（３社），④
天然素材（10社），⑤金属（９社），⑥一般機械（20社），⑦電気・電子（14社），⑧その他（10社）の８つ
になる。そして，７つの地域別の分類からそれぞれの業種を分けてみると，以下のようになる」4。
①鹿児島エリアでは，37社のうち，食料品が８社，飲料３社，繊維・衣服２社，天然素材４社，金属２
社，一般機械10社，電気・電子４社，その他４社となる。
②南薩エリアでは，６社のうち，食料品１社，飲料１社，金属１社，一般機械１社，電気・電子２社と
なる。
③北薩エリアでは，10社のうち，食料品２社，飲料１社，天然素材２社，一般機械１社，電気・電子２
社，その他２社となる。
④姶良・伊佐エリアでは，21社のうち，食料品２社，天然素材１社，金属５社，一般機械５社，電気・
電子６社，その他２社となる。
⑤大隅エリアでは，18社のうち，食料品６社，飲料２社，繊維・衣服１社，天然素材４社，金属１社，
一般機械３社，その他２社となる。
⑥熊毛エリアでは，３社があり，食料品２社と飲料１社となる。
⑦大島エリアでは，２社があるが，２社とも飲料部門である。
そして，図１から見るように，各エリアを市町村に分けてみると以下のようになる。
3	 	 鹿児島県ホームページより（かごしま元気おこし企業の紹介）；http://www.pref.kagoshima.jp/sangyo-rodo/syoko/genkiokoshi/
chiiki/index.html#2。
4	 	 鹿児島県「かごしま元気おこし企業ガイド」平成21年７月より。
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①鹿児島エリア：鹿児島市，日置市，いちき串木野市
②南薩エリア：南さつま市，南九州市，枕崎市，指宿市
③北薩エリア：薩摩川内市，阿久根市，出水市，伊佐市，さつま町，長島町
④姶良・伊佐エリア：姶良市，霧島市，伊佐市，湧水町（図１では伊佐市は入っていないので注意して
いただきたい）
⑤大隅エリア：垂水市，曽於市，鹿屋市，志布志市，大崎町，東串良町，肝付町，錦江町，南大隅町
⑥熊毛エリア：西之表市，屋久島町，南種子島町，中種子島町，三島村，十島村
⑦大島エリア：奄美市，龍郷町，大和村，宇検村，瀬戸内町（奄美大島）と，徳之島町，天城町，伊仙
町（徳之島），喜界町（喜界島），知名町，和泊町（沖永良部島），与論町（与論島）
このように，鹿児島県では，食料品（農業，畜産業），食品加工産業，電子関連産業などの発展可能性
があり，農業，畜産業，食品加工産業を活かして，地域活性化を模索することができると思われる。
「鹿児島県の平成18年度の県内総生産額は約５兆３千億円であり，その構成比は第１次産業（農林水産
業）が4.0％，第２次産業（製造業・建設業など）が19.5％，第３次産業（卸売・小売業，サービス業など）
が76.5％となっており，全国の構成比と比較して第１次産業が約３倍のウエイトを占める一方，第２次産
業のうち特に製造業が全国平均の約６割と低い点が特徴となっている」5（図２参照）。
第３次産業
77％
第２次産業
19％
第１次産業
4％
図２：産業別県内総生産額
出所：県民経済計算年報（平成18年度版）より。
（2） 農業
鹿児島県では農業が発達しており，これを通じて地域活性化ができると考えられる。まずどのような農
業が発達しているか見てみよう。鹿児島県には，現在，15品目23産地が「かごしまブランド産地」として
指定されている（平成22年５月末現在）。これについて県のホームページによると，以下のように記入さ
れている（表１参照）。
「１．加世田のかぼちゃ，２．東串良のピーマン，志布志のピーマン，３．鹿児島黒牛，４．頴娃のさ
5	 	 鹿児島県「かごしま元気おこし企業ガイド」（鹿児島のすがた），平成21年７月。
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つまいも，知覧のさつまいも，５．出水の紅甘夏，６．沖永良部のばれいしょ，長島地区のばれいしょ，
なんぐう地区のばれいしょ，７．指宿地区のそらまめ，出水のそらまめ，８．かごしま黒豚，９．指宿地
区の実えんどう，出水の実えんどう，10．川薩地区のハウスきんかん，南さつまのハウスきんかん，11．
種子島のレザーリーフファン，12．屋久島のたんかん，南さつまのたんかん，13．桜島の小みかん，14．
東串良のきゅうり，15．かごしまマンゴー」6。
表１：かごしまブランドと産地
産地名 指定年月日・関係市町村
加世田のかぼちゃ
平成３年５月１日
南さつま市，枕崎市，南九州市
東串良のピーマン
平成４年３月３日
東串良町，鹿屋市
肝付町（平成15年５月12日ブランド産地追加指定）
鹿児島黒牛
平成４年４月28日
鹿児島県全域
頴娃のさつまいも
平成５年４月30日
（平成11年５月11日年間を通じたブランド産地に指定）
南九州市
知覧のさつまいも
平成５年４月30日
南九州市
出水の紅甘夏
平成５年４月30日
阿久根市，出水市，長島町
沖永良部のばれいしょ
平成７年６月15日
和泊町，知名町
長島地区のばれいしょ
平成９年５月１日
長島町
指宿地区のそらまめ
平成10年５月８日
指宿市，鹿児島市，南九州市
出水のそらまめ
平成11年５月11日
阿久根市，出水市，長島町
かごしま黒豚
鹿児島県全域（15系列）
平成11年11月８日　９生産系列指定
平成12年５月９日　１生産系列指定
平成13年５月10日　２生産系列指定
平成14年５月21日　１生産系列指定
平成16年５月21日　１生産系列指定
平成18年６月７日　１生産系列指定
指宿地区の実えんどう
平成13年５月10日
指宿市，鹿児島市，南九州市
なんぐう地区のばれいしょ
平成13年５月10日
錦江町，南大隅町
出水の実えんどう
平成14年５月21日
阿久根市，出水市，長島町
川薩地区のハウスきんかん
平成16年５月21日
薩摩川内市
南さつまのハウスきんかん
平成17年５月26日
南さつま市，南九州市，枕崎市
種子島のレザーリーフファン
平成18年６月７日
中種子町，南種子町
屋久島のたんかん
平成19年５月24日
屋久島町
6	 	 鹿児島県ホームページより引用。
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桜島の小みかん
平成20年５月30日
鹿児島市
東串良のきゅうり
平成20年５月30日
東串良町，鹿屋市，肝付町
南さつまのたんかん
平成21年５月29日
枕崎市，南さつま市，南九州市
志布志のピーマン
平成21年５月29日
志布志市
かごしまマンゴー	 【県域】
平成22年５月28日
日置市，いちき串木野市，南さつま市（JA さつま日置）
大崎町，志布志市（JA そお鹿児島）
出所：鹿児島県ホームページ；http://www.pref.kagoshima.jp/sangyo-rodo/nogyo/nosanbutu/brand/santi-white.
html
また，このこと（かごしまブランド産地）と食品加工業などとの密接な関連について，鹿児島県が出し
た報告書である，「鹿児島の農業」では，「鹿児島県の全製造業に占める食品製造業の出荷額の割合は，平
成20年度は約51% と全国平均の約５倍以上であり，全国でも高い占有率となっている。事業所有や従業
員数も全製造業の40% を超えており，農業振興への貢献とともに，地域に貴重な雇用機会を提供している。
また，さつまいも等地域資源を活用した様々な加工食品が生産されている。」7 と，書いている。
（3） 食品関連産業
鹿児島県の製造業を業種別製造品出荷額でみると，食品関連産業（食料・飲料）が約５割，昭和40年代
以降，エレクトロニクス，メカトロニクス関連の先端技術産業が立地したことなどから半導体等の電子関
連産業が約２割を占めている（表２参照）。
鹿児島県は，豊かな自然条件を背景とした全国有数の農林水産業県であり，県内には多彩な農林水産資
源を活用した食品関連産業が見られる。例えば，本格焼酎，黒酢などの醸造製品は，近年，消費者の本物・
健康志向が追い風となって全国的に需要が伸びており，本格焼酎においては，平成15年，16年酒造年度に，
生産量，生産額とも対前年度２割から３割の伸びを示し，県全体の工業出荷額の約１割を占めるまで成長
してきている（「鹿児島県本土地域産業活性化計画」鹿児島県ホームページより）。
表２：鹿児島県の製造業出荷額上位10業種（産業中分類）
主な産業（中分類） 出荷額（億円） 全業種シェア（%） 特化係数
食料品
電子部品・デバイス
飲料・飼料・たばこ
窯業・土石製品
電気機械器具
一般機械器具
金属製品
パルプ・紙・紙加工品
非鉄金属
印刷・同関連産業
5,617
3,654
3,242
1,604
705
675
548
453
336
264
30.6
19.9
17.7
8.7
3.8
3.7
3.0
2.5
1.8
1.4
4.3
3.3
5.9
3.5
0.6
0.4
0.7
1.1
0.6
0.6
全業種 18,344 100.0
出所：工業統計表（平成18年）（従業員４人以上）
特化係数：当該業種の鹿児島県全業種シェア／当該業種の全国全業種シェア
7	 	 鹿児島県農政部「鹿児島の農業」平成22年３月より。
― 79 ―
鹿児島県の信用金庫・信用組合における地域活性化について（２）
（4） 畜産業
鹿児島県は，畜産業において特に牛肉と豚肉は日本全国１位である（表３参照）。以下では，鹿児島県
ホームページから引用する。
『鹿児島県は全国屈指の畜産県であり，なかでも肉質に優れた黒毛和牛の飼養頭数は全国の18.3％を占
め，全国１位となっている（平成20年２月１日現在）。県内全域で飼育されており，特に曽於，肝属，大島，
姶良，薩摩地域での生産が盛んである。安心・安全・おいしい「鹿児島黒牛」は，各方面で高い評価を得
ている。』
黒豚の場合は，次のように記述されている。『豚の飼養頭数（全国のシェア13.5％：平成21年２月１日
現在）及び肉豚出荷頭数（全国シェア11.5％：平成19年）は全国１位を誇り，なかでも肉質の優れた黒豚
（バークシャー）は消費者の皆様から高い評価を得ている。』
特に，かごしま黒豚の由来については，次のように書いてある。
『かごしま黒豚のルーツは非常に古く，約400年前に琉球から移入されたと言われています。その後鹿児
島の風土と密着して長年にわたり県内で広く飼育されてきました。「かごしま黒豚」は，明治から黒豚本
来の良さを生かすように改良が重ねられてきており，現在では発育や肉質の優れた系統豚「サツマ」
「ニューサツマ」「サツマ2001」が作出されています。』
続いて特徴については，『かごしま黒豚は体毛が黒色で ､ 四肢 ､ 鼻梁 ､ 尾端の６箇所に白斑があり，六
白（ろっぱく）とも呼ばれています。脂肪融点（脂肪の解ける温度）が他の豚肉より高く，肉質は筋繊維
が細い等の特徴があり，「歯切れがよい，柔らかい，うまみがある。」と高い評価を得て，鹿児島の誇るお
いしい豚肉として全国に知られています。』と，されている。
また，肉用牛の飼養頭数は，「平成21年は376,200頭となっており，全国の12.9％のシェアを占めている」8。
表３　鹿児島県の農業産出額の内訳
（単位：億円，％）
項　　　目
農業産出額
増減
Ｈ20―Ｈ19
前年比
Ｈ20/ Ｈ19
Ｈ20年順位
Ｈ20年 Ｈ19年
全国 九州
構成比
農 業 生 産 額 4,151 100.0 4,053 98 102.4 4位 1位
耕 種 部 門 1,690 40.7 1,627 63 103.9 14 3
米 261 6.3 241 20 108.3 28 5
い も 類 288 6.9 272 16 105.9 2 1
野 菜 464 11.2 429 35 108.2 16 4
果 実 94 2.3 94 0 100.0 25 7
花 き 149 3.6 162 △13 92.0 7 2
工 芸 農 作 物 392 9.4 387 5 101.3 2 1
他 42 1.0 42 0 100.0 ― ―
畜 産 部 門 2,383 57.4 2,343 40 101.7 1 1
肉 用 牛 788 19.0 816 △28 96.6 1 1
乳 用 牛 91 2.2 90 1 101.1 18 5
豚 739 17.8 712 27 103.8 1 1
鶏 卵 234 5.6 212 22 110.4 4 1
ブ ロ イ ラ ー 509 12.3 495 14 102.8 1 1
他 22 0.5 18 4 122.2 ― ―
加 工 農 作 物 78 1.9 83 △5 94.0 2 1
出所：農林水産省「生産農業所得統計」，「かごしまの食，農業及び農村に関する年次報告書」（平成22年９月）50ページより
再引用。
8	 	 鹿児島県農政部「鹿児島の農業」平成22年３月，34ページ参照。
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2. 鹿児島県の信用金庫と信用組合の地域活性化
前章で（第１章）でみたように，鹿児島の地域的特性としては，農業，食品関連産業，畜産業などが発
達していることが明らかになり，このような地域的特色を活かして地域活性化に取り組む場合，信用金庫
と信用組合の役割は，どのようなものであるべきかを考えてみよう。
金融機関の役割は，言うまでもなく，資金面からの支援にあるので，まずそれについて考えてみる。地
域活性化のために信金・信組などの地域金融機関では，地域密着型金融の推進に努めている。「地域密着
型金融」について，2007年４月に，金融審議会金融分科会第二部会がまとめた，「地域密着型金融の取組
みについての評価と今後の対応について」という報告書では，以下のように書いている。
『地域密着型金融とは，「金融機関が顧客との間で親密な関係を長く維持することにより顧客に関する情
報を蓄積し，その情報を基に貸出等の金融サービスの提供を行うことで展開するビジネスモデル」（金融
審議会金融分科会第二部会報告（平成15年３月27日））であり，その本質は，「長期的な取引関係により得
られた情報を基に，質の高い対面交渉等を通じて，早い時点で経営改善に取り組むとともに，中小企業金
融における貸出機能を強化することにより，金融機関自身の収益向上を図ること」にある。（リレーショ
ンシップバンキングのあり方に関する WG 座長メモ（平成17年３月28日）』
地域活性化を行うために，鹿児島県の信金・信組も，地域密着型金融を推進しており，ホームページや
ディスクロージャー誌にその経過などを公表している。
現在，日本では，大都市と地方都市，大企業と中小企業の格差がますます広がっており，地方都市（地
域）や中小零細企業は厳しい状況に陥っている。こうした状況のなかでは，地方や地域の自らが「何かを
しないといけない」という危機感に持って，新しい発想の基で危機をチャンス（機会）に転換させる努力
をしなければならない。言わば，チャレンジ（挑戦）精神が必要な時であると言える。
少子高齢化の流れの中で，人口はますます減りつつある。これに加えて，特に地方では人口の流出化も
進んでいる。こうした時こそ，地方や地域ならでの特色を活かして，人々の関心を集めないといけないの
である。すなわち，地方や地域の良さをアピールすることによって，地域おこし（地域再生）を図るべき
なのである。東京や大阪などの大都市にはないものをアピールすることであり，その良さを強調すること
によって地位を高めることであろう。決して，大都市と比べたら「勝てない，足りない，少ない」という
ことを言うのではなく，地方だからこそ「できる，ある，多い」というものを探して，それを集中的に研
究・開発し，宣伝するように努力しなければならないと思う。
最近，筆者の出身国である韓国では，サツマイモが健康に非常に良いということで，人気を集めている。
特に紫芋が健康面において注目され，鹿児島県がしばしば韓国のテレビ番組に紹介されることがある。隣
国の韓国からすれば，サツマイモの原産地であり，温泉や農業などで健康というイメージが強い鹿児島に
注目をしているわけであろう。そのような脈絡から，鹿児島の名物「イモ焼酎」が，韓国の人々に紹介さ
れたら，鹿児島の宣伝として非常にいいと思う。そのことは，韓国からの観光客の関心を集めるときにい
い材料になるに違いない。つまり，需要創出は，国内だけに限らないということであり，鹿児島の地理的
な特徴を活かして，隣国の韓国，中国はもちろん，東南アジアの国々までも視野に入れるべきである。
（1） 鹿児島県の信用金庫の地域活性化
1） 鹿児島信用金庫9
鹿児島信用金庫（以下，かしん）では，地域貢献や地域活性化の一環として，「経営戦略や企業発展を
9	 	 鹿児島信用金庫『2010	Kashin	Disclosure』より。
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目指すための勉強をしたい」というお客様，特に若手の経営者のために，１年間の期間で「かしん経営大
学」を平成８年から開校している。また，平成22年度から「かしんトップマネージメント大学」を新たに
立ち上げ開校している。「かしんトップマネージメント大学」の目的としては，「鹿児島信用金庫の取引先
が受講し，受講内容を経営に取り込み企業の業績を向上させるとともに鹿児島県経済の浮揚にある」と，
されている。
そして，「かしん地域密着型金融推進計画」の基本目標としては，「１．ライフサイクルに応じた取引先
企業の支援強化，２．中小企業に適した資金供給手法の徹底，３．地域の情報集積を活用した持続可能な
地域経済への貢献，４．協同組織金融機関としての取組み」となっている。基本目標の１～４までのそれ
ぞれ項目別の中身をみると，１．ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化では，「①創業・新事業
支援機能の強化，②取引先企業に対する経営改善支援の強化，③事業再生に向けた積極的取組み，④取引
先企業に対する事業承継支援の強化」とされている。２．中小企業に適した資金供給手法の徹底では，「担
保・保証に過度に依存しない融資の推進」とされている。３．地域の情報集積を活用した持続可能な地域
経済への貢献では，「取引先企業間におけるビジネスマッチング」となっている。最後に，４．協同組織
金融機関としての取組みでは，「①目利き能力の向上，人材の育成，②情報開示の充実に向けた取組み，
③法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化，④顧客保護管理態勢の強化」となっている。
2） 鹿児島相互信用金庫
鹿児島相互信用金庫（以下，そうしん）のホームページでは，平成21年度～平成22年度の「地域密着型
金融推進計画」の内容が掲載されており，それによれば，「地域密着型金融推進計画」への取組みについて，
「１．ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化，２．事業価値を見極める融資をはじめ中
小企業に適した資金供給手法の徹底，３．地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献，４．
協同組織金融機関としての取組み」という風に推進されている。具体的に見てみると，以下のようである。
1.	ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化という項目には，４つの詳細の項目があり，ま
たそれぞれに詳しい内容も書いている。内容は以下の通りである。
（１）	創業・新事業支援機能等の強化（①新連携・産学官との連携，②創業者への積極的な資金提供体
制の継続）
（２）	取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化（①コンサルタント能力・態勢の強化やビジネス
マッチング等を活用した支援強化，②国，地公体との連携による中小企業施策の活用）
（３）	事業再生に向けた積極的取組み（中小企業の過剰債務の解消，事業の再構築，事業再生に向けた
積極的な取組み）
（４）	事業継承（①相続対策のコンサルティング，株式買収に関する資金面の支援やＭ＆Ａのマッチン
グ支援，②法務，財務，税務等の外部専門家と連携した取組みの推進）。
2.	事業価値を見極める融資をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底という項目には，（１）担保・
保証に過度に依存しない融資の推進（不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資の推進），（２）中
小企業に適した資金供給手法の徹底（①県保証協会保証，各保証会社保証を活用した融資推進，②
ABL（債権・動産担保）等の実行，私的財産，動産担保等を活用した融資制度の充実，③スコアリン
グモデルを活用した融資の推進，④農業融資推進）
3.	地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献では，（１）協同組織金融機関としての地域貢
献（地域開発事業への参画），（２）地域活性化につながる多様なサービスの提供（お客様の多様なニー
ズへの対応），（３）地域の利用者の満足度を重視した経営（利用者満足度アンケート調査の実施及びそ
の結果の経営方針への反映）
4.	協同組織金融機関としての取組みでは，（１）目利き能力の向上，人材の育成（人材の育成），（２）身
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近な情報提供・経営指導・相談，（３）ガバナンスの強化（総代会の機能向上等に向けた取組み，半期
開示の充実に向けた取組み），（４）信用リスク管理態勢の充実，（５）市場リスク管理態勢の充実，（６）
法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化（法令等遵守態勢の有効性・実効性のモニタリングとして
の臨店指導の強化・充実）と，なっている。
そして，以上のこれらを，「平成21年度から平成22年度（平成23年３月）まで実施し，進捗状況を毎年
３月末を基準として，ホームページで公表する」と，されている。
また，取引先への支援等については，平成２年より実施している『TOBO 会』貿易ミッションにおい
て中国やタイなど海外の企業とお取引先とのビジネスマッチングのための商談会を企画運営し，お取引先
の新市場進出のサポートを行っている。そして，地域とのつながりについては，地域活性化に向けた取組
みとして「そうしんまちづくり振興基金」を平成２年創設し，毎年まちづくり事業へのお手伝いしている
ことや，文化・社会貢献活動などを行っている。
3） 奄美大島信用金庫
奄美大島信用金庫（以下，あましん）の営業区域は，奄美市，龍郷町，瀬戸内町，喜界町，徳之島町，
伊仙町，天城町，和泊町，知名町，与論町，大和村，宇検村，以上奄美群島一円および鹿児島市内となっ
ている。
店舗数は平成21年にあさひ支店が新設され14店舗となった。奄美群島は，総人口126,483人（平成17年
國調）であり，市町村数は１市９町２村からなっている。
あましんの地域密着型金融の取組状況については，以下のようになっている。
『当金庫は，「相互扶助」の精神のもと「広く地域社会の繁栄に奉仕する」を経営の基本理念として，地
域の皆様に愛され信頼される，「面倒見の良いあましん」を目指して日々の業務に努めているところであ
ります。地域密着型金融の推進につきましては，新長期３カ年計画『あましん「つなぐ力」発揮2009』の
基本方針に『地域密着型金融の深化』を掲げ，｢ あましん地域密着型金融推進計画 ｣（平成21年度～平成
23年度）を策定して，①ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化，②中小企業に適した資金供給手
法の徹底，③持続可能な地域経済への貢献等に向けた具体的な取組内容の推進に努めてまいりました』10。
（2） 鹿児島県の信用組合の地域活性化
1） 鹿児島興業信用組合
地域密着型金融の取組状況について，『鹿児島興業信用組合（以下，こうしん）は，平成15年度以降，
２次４年間の地域密着型金融推進計画を通して，取引先との長期にわたる親密な関係を大切にし，これま
で蓄積した情報やニーズを活かした金融サービスの提供に努めてまいりました。平成21年度においても，
引き続き地域の利用者のニーズを捉え，「選択と集中」を徹底し，創意工夫を凝らした取組みを実施しま
した。具体的な取組項目として，①ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化，②事業評価を見極め
る融資手段をはじめ中小企業に適した資金供給手法を徹底，③地域の情報集積を活用した持続可能な地域
経済への貢献等について積極的に取組み，中小企業の再生と地域経済の活性化を図り，地域の協同組織金
融機関として，地域経済。地域社会の永続的な発展に貢献したしております。』11 とされている。
地域密着型金融の取組状況（21年４月～22年３月）では，以下のようである。
1.	「ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化」策では，創業・新事業支援として，①中小企業融資
制度等の研修による融資審査能力の向上や，渉外担当者の実践訓練等の実施による融資営業の強化等の
人材育成を図る，②鹿児島県信用組合協会及び全国信用協同組合連合会・全国信用組合中央協会等の創
10	 奄美大島信用金庫「地域密着型金融の取組状況について（平成21年度）」より引用。
11	 鹿児島興業信用組合『KOUSHIN		DISCLOSURE		2010』より引用。
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業・新事業支援に係るテーマの研修に参加，③金庫・公庫と業務連携締結を行い，特に大口の新規設備
等融資案件への対応は連携による協調融資を含めて検討している。これらについての平成21年度の進捗
状況としては，「①営業担当者については新規開拓実践訓練等研修を通じ，営業力の向上と業種の特性
調査，目利き融資の向上に繋がったと考えている，②窓口担保者についても研修を行い，窓口での営業
力の強化と窓口での勧誘に対する意識の改革を行うことができた，③情報収集に対する意識も向上して
きており，今後も定期的に研修を行い，更なる営業力の強化と，意識の高揚を図っていく，④創業支援
融資については，13件77百万円の実績となった」とされている。
2.	「事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底」という項目では，担保・
保証に過度に依存しない融資等への取組みとして，具体的な取組内容に，「①事業からのキャッシュフ
ローを重視し，債務者の技術力や販売力などの定性部分も合わせて評価した融資推進の取り組みを行っ
ている，②事業価値を見極めた融資への取組として「リレバンローン」及び保証協会との提携商品とし
て「クイック保証」と称した融資商品を設定して推進している。主な内容は下記の通りである。
•	 リレバンローン：
ア .	 対象先（債務超過・繰損なく当期純利益３期確保先，借入金返済がＣ／Ｆにて確保できる先，
永年同地域で営業し地域住民との間で信頼関係が構築できている先，等），
イ .	 融資金額原則5,000万円以内とし，財務内容良好先に対しては3,000万円までは無担保・無保
証貸出も可とした，
ウ .	 返済期間は最長７年，
•	 クイックローン：
ア .	 鹿児島県信用保証協会との連携商品，
イ .	 CRD スコアにより個人事業者は45点以上，法人は50点以上，
ウ .	 保証期限額2,000万円以内，
エ .	 返済期間７年以内」とする。
そして，平成21年度進捗状況は，①事業価値を見極めた融資として取組んでいる「リレバンローン」「ク
イック保証」の実績は，次の通りである。ア．リレバンローン：５件　488百万円，イ．クイック保証：
１件　３百万円，②動産（在庫）担保とした貸出は当座貸越契約１件200百万円の実績となった，とされ
ている。
3.	「地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献」の項目では，地域全体の活性化，持続的な
成長を視野に入れた，同時期・一体的な「面」的再生への取組みとして，①地域社会・経済発展のため
に通り会，町内会等が街の活性化策に対するビジョンに対して金融支援を行っている，②商工会議所・
商工会・中小企業団体中央会・中小企業再生支援協議会との連携を強化している，と書いており，その
ための平成21年度進捗状況としては，①町内会・天文館地区等の活性化のための金融支援２先，②中小
企業再生支援協議会との連携による金融支援先１先40百万円，と記されている。
2） 奄美信用組合
奄美信用組合は，ホームページに「地域密着型金融推進３ヵ年計画」を公開しており，それによれば，
『当組合は地域経済の活性化や中小企業金融の円滑化に向け，平成15年度から平成18年度までの４年間
を「重点強化期間」として地域密着型金融の一層の強化・推進をするための計画を策定し，実施してまい
りました。その結果，一定の成果は得られたものの地域性に乏しく形式的な成果に止まった項目もあり，
今後の課題となっております。これらの結果を踏まえ，更なる地域密着型金融の推進を継続的に取組むた
めの基本方針として，新たに「地域密着型金融推進３ヵ年計画」を策定いたしました。この３ヵ年計画は，
― 84 ―
地域総合研究　第38巻　第１号（2010年）
お客様の身の丈・ニーズに合った取組みをベースとして，①ライフサイクルに応じたお客様の支援強化，
②中小零細企業に適した資金の提供，③地域経済への貢献，④経営力の強化，⑤地域の利用者の利便性向
上，以上５つの項目を柱と定め，具体的取組策に基づき，地域の情報ネットワークの要として，持続可能
な地域密着型金融の取組みを推進してまいります。また，地域のみなさまに当組合の取組姿勢を十分にご
理解いただけるよう，充実した分かりやすい情報開示の提供に努めてまいります。』12 と，されている。
以上のように，鹿児島県の信用金庫と信用組合の地域活性化のための方策を「地域密着型金融」を中心
に概略的にみたが，大事なことは，いくら地域金融機関が，地域活性化のために努力したとしても，あく
までも金融面からの支援であり，金融機関が地域活性化を直接するわけではないことである。すなわち，
地域活性化を行う主体は，地域に住む住民であり，住民自らが地域のニーズを把握して，互いに協同して
地域活性化をするわけである。
しかし，地域金融機関が，地域活性化のために直接的な動きはしないものの，その地域金融機関から資
金を借りている住民が地域活性化のために何かをするとき（この意味はその住民が自分のためにあるいは
自分の利益のために何かをすることと結局同じであろう），側面（金融面）から支援するわけなので，金
融機関にとって利益優先という姿勢より，地域にとって大義を優先して貸出を行うことが重要となる。こ
れが，まさに地域活性化のためにするべき地域金融機関の役割であろう。つまり，地域金融機関にとって
は，地域活性化のための金融面からの支援が主な仕事であり，地域活性化を直接するのではないことであ
る。
言い換えれば，地域の住民が自ら動かないと，誰も代わりに動いてくれないことになる。政府や地方自
治会に依存しながら，「何かをしてくれないかな」と期待しているだけでは，真の地域活性化はできない
のである。まず，個人から始まって，その個人と個人の繋がり，そして，そうした個人たちが集まって，
共同体をつくり，そしてまた，その共同体と共同体の集まりで連携をするという，ネットワークができて
からこそ，真の地域活性化ができるのではないかと思う。
そこで，また注意しなければならないのは，地域金融機関が地域活性化という大義名分のもとで，むや
みに（利益を重視しないで）貸出を行うのは避けるべきである。地域活性化のためなら，何でもいいとい
う姿勢で，失敗する可能性が高いところにまで，貸出を行うのは，何も意味がないわけである。本当に地
域活性化ができる（地域活性化に繋がる）と思われるところに貸出をすることが重要である。そのために
は，地域金融機関の自らも，地域活性化のための研究やニーズの把握を絶えず行うことが必要であろう。
その意味で，地域金融機関は，あたかも地域の住民の一人としての存在感を持って，誰より強く地域の活
性化のために努力する存在にならざるを得ない。
まとめ
これからの時代の流れは，多様性を求める社会の要請と同時に，環境と健康（Well-Being），正しく生
きる（暮らす），単純に生きる，自然に戻る，といったトレンドが注目を集めると予想される。そうした
視点からすれば，鹿児島県の地域的状況（特性）は，そのような条件に一致している。
資本主義経済の市場原則に基づく論理は，厳しい競争を強いる，弱肉強食の論理である。競争に勝つた
めには，絶えず利益というものを追求しなければならない。その結果，競争に負けた側は，そのまま淘汰
されるのである。しかし，地域経済の回復を考えるときには，問題の根本が資本主義経済の構造的問題か
12	 奄美信用組合「地域密着型金融推進３ヵ年計画」より引用。
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ら発生しているので，資本主義経済の根幹をなす競争原理と相反する協力原理に基づいて考えないといけ
ない。
地域活性化は，地域が発展して大都市と同じ機能をするのを求めるわけではない。地方・地域は，本来
の地方らしい，地域らしい色を維持しながら，独自に発展していくのが望ましい。地方と地域（特に農村）
に人々が求めるのは，都市的な機能ではなく，地域，地方ならでの「機能（味）」を求めるのである。し
たがって，それを活かして新しい需要を創出することが重要である。
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